





























Ⅲ　我が国における Ultra Vires 法理の機能





































独特の機能を果たしており，我が国の法体系のもとで， Ultra Vires 法理が独自の
根をはり，多様な機能を営む法理として活用されている。私は，その理由は，民法
34条が，「法人の種類に応じて，法人の構成員の利益と第三者の利益を適当に調整
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Ⅳ　我が国における Ultra Vires 法理の課題
イギリスやアメリカにおいてはUltra Vires法理は退潮傾向にあるが，我が国にお































































































































































54 専修ロージャーナル　第４号 2009. 1






























メリカ法の動向に関し，上柳克郎「アメリカ株式会社法に於ける ultra vires 理論」論叢53巻
５･６号26頁以下（1947），新関寛夫「アメリカ会社法における ultra vires（能力外）法理とそ
の退潮」商学論集26巻１号130頁以下（1957），竹内・前掲注（１）28頁，竹内昭夫＝大塚市
助＝中島健作「目的による能力制限（ultra vires）の原則」リチャード W. ジェニングズ＝北
沢正啓編『アメリカと日本の会社法』10頁（商事法務研究会，1965），並木俊守「アメリカ制




































































































































の政治献金は ultra vires で無効とされることを看過してはならないであろう。

























































































































































































































































































































である。……アメリカの統一事業会社法（1928年の Uniform Business Corporation Act ……筆






















66 専修ロージャーナル　第４号 2009. 1
（69）鈴木教授が旧民法54条（現在の会社法349条５項・599条５項……筆者注）の適用を考えた
と指摘するものとして，浜田道代「会社の目的と権利能力および代表権の範囲・再考（上）」
曹時50巻９号13頁以下（1998）。
（70）浜田・前掲注（63）28頁以下。
なお，商法12条（現在は，会社法908条１項……筆者注）に関し，服部教授は，「登記は公の
制度としてこれを尊重することを要し，登記の対抗力の例外を広く認めるべきではないけれど
も，通説のように正当の事由を極端に厳格に解するのも妥当でないのである。したがって，こ
れを弾力的に解し，登記に優越する事情や外観が存在する場合には，正当の事由に該当するも
のと考えて差支えない。」とされ，「商法42条（現在の会社法13条……筆者注）や262条（現在
の会社法354条……筆者注）が登記以外の表見的事実を特別に保護している場合には，これら
は右の正当の事由に該当するものと認めなければならない。したがって，たとえば甲を支配人
として登記しているにもかかわらず，乙に本店または支店の営業の主任者たるべき名称を与え
たときは，42条（現在の会社法13条……筆者注）により，登記されている甲が支配人であって，
登記されていない乙は支配人でない旨を善意の第三者に対抗しえない。かかる趣旨を推及すれ
ば，当事者が登記と矛盾するような外観ないし表見的事実を故意または過失によって作り出し
たときは，登記をもって善意の第三者に対抗しえないとなすべきであろう。そのほか，たとえ
ば取引の折衝中に突然合名会社の代表社員が解任され，解任登記直後にその代表社員との間に
取引が成立したような場合にも，正当の事由が存在するといえるであろう。」とされる（服部
栄三『商法総則』486頁（青林書院，第３版，1983））。また，浜田教授も，「商法12条（現在は，
会社法908条１項……筆者注）は，第三者が常に必ず取引の度に登記簿を見ることを要請して
はいないし，第三者の悪意を擬制しているということもない。同条の主な狙いは，未登記のま
ま放置している登記義務者を不利に扱うことによって，彼らが進んで登記を申請することを促
し，もって公示主義を機能させることにある。登記をすれば，事実をもって対抗できるという
原則に復帰するのみであり，したがって外観信頼保護規定等の適用を妨げることもない。」と
して，外観信頼保護規定の適用を肯定する（浜田・前掲29頁以下，なお，詳細に浜田教授の見
解を論じたものとして，同「商業登記制度と外観信頼保護規定（一）」民商80巻６号660頁以下
（1979），同「商業登記制度と外観信頼保護規定（三・完）」民商81巻２号33頁以下（1979）参
照。これと同旨の見解として，龍田・前掲注（63）54頁）。傾聴に値する見解であり，こうした
見解が通説・判例の地位を獲得した時，浜田教授がいうところの「安住の地」から踏み出す素
地ができるといえよう。
（71）柳川・前掲注（７）。
（72）竹内・前掲注（１）46頁。
［付記］ 本稿は，平成18年度専修大学研究助成による研究成果の一部である。
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